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人件費・物件費等の状況

人口1人当たり人件費・物件費等決算額[764,505円]
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定員管理の状況

人口千人当たり職員数 [32.54人]
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公債費負担の状況

実質公債費比率 [12.2%]

類似団体内順位

39/123
全国市町村平均

11.2
北海道市町村平均

13.7

(%)

40.0

30.0

20.0

10.0

0.0

28.4

△ 0.2

14.5

15.916.416.1
14.1

H21H20H19H18H17

12.2

9.3
6.7

3.4
1.7

将来負担の状況
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※人件費、物件費及び維持補修費の合計である。 ただし　人件費には事業費支弁人件費を含み、退職金は含まない。

※グラフ内数値は
　 1月31日現在のもの
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類似団体平均

幌加内町
※類似団体平均を100とした
　ときの比率で表した。

※類似団体とは、人口および産業構造等により全国の市町村を35のグループに分類した結果、当該団体と同じグループに属する団体
を言う。

※平成21年度中に市町村合併した団体で、合併前の団体ごとの決算に基づく実質公債費比率及び将来負担比率を算出していない
団体については、グラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体については、将来負担比率のグラフを表記せず、レーダーチャートを破線としている。

※類似団体内平均値は、充当可能財源等が将来負担額を上回っている団体を含めた加重平均であるため、最小値を下回ることがある。
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分析欄
【財政力指数】
　人口の減少や景気の低迷等により、財政基盤が弱く類似団体平均を0.07下回っている。退職
者不補充等により職員数の削減、人件費の削減（H17から5年間で10％減）、その他経常的経費
の削減（H17から5年間で10％減）をすると共に、固定資産税率の段階的改正（H17:1.4%→H20
～:1.7%）や各種使用料の改定を実施し、税収増やその他自主財源の確保に努めている。

【経常収支比率】
　平成20年度（89.8%）をピークに本年は87.4%ととなり、類似団体平均を5.5%上回る結果となった。
平成19年度に公債費償還額がピークを向かえ、今後は減少傾向にある。また、平成21年度から
計画的に縁故債の繰上償還を実施しており、比率の改善に努めている。

【人口1人当たりの人件費・物件費等決算額】
　行政区域が南北63kmという広範囲であり、経常的経費は、人口に反比例し高くなっており、類
似団体平均を大きく上回っている。主な要因は、町民医療確保のため新規に町立診療所医師1
名を採用したことや総合行政システム機器の更新年度であったことが増加要因である。
　また、今年度は例年になく多雪・寒冷であったことから、除雪関係経費などの所要経費の増加
も要因である。今後も人件費、物件費の抑制に努める。

【ラスパイレス指数】
　人事院勧告に基づき、給与の適正化に努めている。
　近年は95前後で推移していたが、指数算定上の年代階層のランク移動などにより、昨年度
（97.2）より今年度（96.8）は若干低下している。しかし、類似団体平均を上回っており、今後も幌
加内町第3次行政改革実施計画（集中改革プラン）の目標達成のため、より一層給与体系の適
正化に努める。

【将来負担比率】
　将来負担比率は「なし」となり、類似団体平均を大きく下回っている。早期から財政健全化のた
め、縁故債の繰上償還や財政調整基金・減債基金を中心とした基金への積み立て、建設事業費
や地方債の発行抑制に取り組んだ結果である。今後も財政の健全化維持に努める。

【実質公債費比率】
　平成8年から8年間で約27億円の縁故債の繰上償還を実施したことにより、普通交付税算定に
用いる公債費算入額と当該年度に支払う公債費償還額の差額の関係から直近比率が抑えられ
てきた。しかし、近年は前述差額が縮小し比率が上昇傾向にあることから、平成21年度から縁故
債の繰上償還を再開し、比率の抑制に努めている。類似団体平均を上回ることが無いよう、より
一層財政健全化に努める。

【人口1,000人当たりの職員数】
　平成11年の普通会計職員数が77人から平成22年4月１日現在57人（△26％）と退職者の不補
充や民間委託の推進により、職員数の削減を図っているが、町立高等学校設置による教職員数
維持のため類似団体平均を上回っている。今後も事務事業の効率化を図り、定員管理の適正化
に努める。


